
（単位：百万円、人、％）

注１：経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

注２：当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

注３：信託業務の取り扱いは行っていません。

注４：「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）

　　　に基づき算出しております。なお、平成２４年度以前は旧告示（バーゼルⅡ）に基づく単体自己資本比率を記載しています。

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

注：総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回り+経費率）

平成26年度

経常収益（事業収益） 11,303 11,991 12,396 12,535 11,884 

項　　　　目 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

信 用 事 業 収 益 822 791 744 725 

農 業 関 連 事 業 収 益 6,948 7,546 7,950 8,067 7,674 

生活その他事業収益 2,697 2,847 2,895 2,986 2,719 

685 

共 済 事 業 収 益 836 807 807 757 806 

当 期 剰 余 金 224 75 299 289 470 

経 常 利 益 288 102 478 380 643 

（ 出 資 口 数 ） (5,285,695) (5,177,271) (5,087,646) (5,027,157) (4,947,811)

出 資 金 5,286 5,177 5,088 5,027 4,948 

総 資 産 額 78,522 79,579 78,037 79,395 83,531 

純 資 産 額 5,650 5,630 5,845 5,977 6,396 

貸 出 金 残 高 25,662 24,324 22,163 21,194 19,664 

貯 金 残 高 61,351 61,500 61,218 60,822 63,510 

剰 余 金 配 当 金 額 － － － － － 

有 価 証 券 残 高 1,422 1,241 1,391 935 2,054 

－ 

事業利用分量配当額 － － － － － 

出 資 配 当 の 額 － － － － 

単 体 自 己 資 本 比 率 12.78% 12.95% 13.91% 14.06% 13.77% 

職 員 数 406 405 403 378 379 

役 務 取 引 等 収 支 18 18 － 

そ の 他 信 用 事 業 収 支 ▲ 61 ▲ 89 ▲ 28 

項　　　　目 平成25年度 平成26年度 増　減

資 金 運 用 収 支 595 582 ▲ 13 

事 業 粗 利 益 3,200 3,481 281 

（ 事 業 粗 利 益 率 ） (4.24%) (4.48%) (0.24%)

信 用 事 業 粗 利 益 552 510 ▲ 42 

（信用事業粗利益率） (1.05%) (0.94%) (▲ 0.11%)

項　　　　目
平成25年度 平成26年度

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

1.15 

うち 預 金 29,938 187 0.62 32,198 209 0.65 

資 金 運 用 勘 定 52,667 790 1.50 54,356 625 

16 1.23 

うち 貸 出 金 21,955 593 2.70 20,852 

61,494 36 0.06 62,423 45 0.07 

400 1.92 

うち 有 価 証 券 774 10 1.29 1,306 

0.07 資 金 調 達 勘 定 61,664 38 0.06 62,566 46 

1 0.70 

総 資 金 利 ざ や 0.55 0.21 

うち 借 入 金 170 2 1.18 143 

うち 貯金・定積

 【経営資料】損益の状況 

最近の５事業年度の主要な経営指標 

利益総括表 

資金運用収支の内訳 

 【経営資料】損益の状況 

確 認 書 

 

 

１ 私は、当ＪＡの平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの事業年度に

かかるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、負務諸表作成に関するすべて

の重要な点において、農業協同組合法施行規則に基づき適正に表示されていること

を確認いたしました。 

 

 

２ この確認を行うにあたり、負務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、

有効に機能していることを確認しております。 

 

（１）業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が整備

されております。 

（２）業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性を

検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されております。 

（３）重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。 

 

 

 

 

 

平成２７年７月１６日 

つがる弘前農業協同組合 

代表理事組合長 西 澤 幸 清 
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（単位：百万円）

注：増減額は前年度対比です。

項　　　目 平成25年度増減額 平成26年度増減額

受 取 利 息 101 ▲ 164 

預 金 9 23 

支 払 利 息 1 8 

うち 貸 出 金 100 ▲ 193 

うち 有 価 証 券 ▲ 8 6 

うち

差　　　引 100 ▲ 172 

うち 貯 金 1 9 

うち 借 入 金 － ▲ 1 

 【経営資料】損益の状況 

受取・支払利息の増減額 

確 認 書 

 

 

１ 私は、当ＪＡの平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの事業年度に

かかるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、負務諸表作成に関するすべて

の重要な点において、農業協同組合法施行規則に基づき適正に表示されていること

を確認いたしました。 

 

 

２ この確認を行うにあたり、負務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、

有効に機能していることを確認しております。 

 

（１）業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が整備

されております。 

（２）業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性を

検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されております。 

（３）重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。 

 

 

 

 

 

平成２７年７月１６日 

つがる弘前農業協同組合 

代表理事組合長 西 澤 幸 清 
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